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２－３．名張市 

No. 3 名張市 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 名張市 ② 担当部局名 
福祉子ども部 地域包括
支援センター 

③ 人口 76,177（人）＜令和 5年 1月 1日時点＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局 環境、交通、農林、雇用等の関係部署 

庁内連携内容 
※会議体、情報
共有 

 高齢、障がい、児童、困窮、教育の各分野（分野エリア）で任命され
た 5 名のエリアディレクターがエリアディレクター会議を通して、
関係部署や機関が行う支援方法の調整を行う 

２．形成をめざす地方版連携 PFの姿 

① 

従前の 

取組 
 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

・ 住民主体の地域づくり活動が元来盛んで、平成 15年に「地域づくり組織」が、平成
17年に、地域の福祉サービスの拠点として「まちの保健室」が設置された。平成 27
年に設置した「エリアディレクター」を含めて地域福祉教育総合支援ネットワーク(孤
独・孤立対策 PFとしての機能を既に含む)として統合され包括的に運用されてい
る。 

 以前から取り組んでいたこと ＰＦ構築に向けて取り組んだこと 

調査 
・ 毎年度、高齢者を対象とした

実態調査等を実施 

・ PF構成員とのワークショップ
を開催し、現状リーチできてい
ないターゲット層を具体化 

構想・方針 
・ 住民が自ら考え、自ら行う」住

民主体のまちづくり 
・ 認知度、利用率向上に資する

まちの保健室のリデザイン 

体制 
・ 3層にわたる連携 PFが存

在し、それぞれの PFをリン
クワーカーがつなぐ 

― 

評価・検証等 
・ 数年に一度、3層からなる

PFの関係者が一堂に会する
全体会議あり（エリア会議） 

― 

② 

実現したい

状態 
 
※構築する
仕組み/
支援対象
の住民を
取り巻く
環境 

・ 既に設立・運用している地域福祉総合支援ネットワーク(孤独・孤立対策プラットフォ
ームとしての機能を含む)でリーチできておらず、いまだなお行政の施策や取組に
アクセス困難な方々を支援につなげられている状態 

・ 既存の PFへ新しい参加者が加わることで、住民主体のプラットフォームが継続的
に運営される仕組みが構築されている状態 

・ 孤独・孤立を抱えた人の災害時支援について実施すべき事項が明確化されている
状態 

３．地方版連携 PFにおける連携体制 

① 
連携先 

支援団体名 

・ 社会福祉協議会、地域づくり組織（住民自治組織）、警察、生協、医療機関、支援対象
者関係機関等 

選出・打診時の
工夫 

それぞれの自主性を醸成
するように働きかける 

協議体 
（既設/新設） 

エリアディレクター会議・
地域づくり代表者会議 

② 
支援団体と

の連携内容 

・ 月に 1回の頻度で催されるエリアディレクター会議において、事例共有や対処法に関
する議論を実施している。加えて、要支援者が確認された場合には、市役所が主導し
て関係者を集め、関係団体との調整を行って対応を進めている。 

４．PF連携による価値や工夫＿考え方 

 市が直轄で 15地区(学校区域単位)に地域づくり組織・まちの保健室を設置し、地域密着型の細やかな
支援や情報収集を行う基盤を作った。 

 エリアディレクター・まちの保健室・地域づくり組織という機能が異なる 3層のプラットフォーム(地域福
祉総合支援ネットワーク)を運用している。 

 住民主体の地域づくり組織が地域課題を我が事ととらえ、課題解決を図る取組が進展している。 

 持続可能かつより充実した取組を目指すために、市民の相談・アウトリーチのハブとなるまちの保健室を
再デザインし、認知度や利便性を高める取組を実施していく。 
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◆詳細情報：当該自治体における従前の取組 

【教福連携名張サミット 2016 の開催】 

・ 孤独・孤立対策プラットフォームの原型となる名張市地域福祉教育総合支援ネットワークの立ち上

げにあたり、地域や行政関係機関、各種団体が一堂に会し、当ネットワークの趣旨を確認するとと

もに、名張市の福祉・教育に関する取組を共有するためのキックオフ会議として、教福連携名張サ

ミット 2016 を平成 28 年に開催した。 

・ コメンテーターとして、鈴木三重県知事、永田同志社大学准教授、定塚厚生労働省社会・援護局長

等が参加し、参加者の理解を深めた。 

 

図表 教福連携名張サミット 2016 の様子 

 

出所) 三重県地方自治研究センターHP https://mie-jichiken.jp/wp/2016/11/15/post-3124/ 

(2023 年 3 月 14 日時点) 

  

https://mie-jichiken.jp/wp/2016/11/15/post-3124/
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【名張市地域福祉教育総合支援ネットワーク】 

・ 複合的な課題や狭間の課題解決に向けて「地域福祉教育総合支援システム」を整備し、庁内横断的

な支援体制とともに、各分野の関係機関から一歩踏み出した支援を引き出す分野を超えた支援体制

を構築することで、多機関協働による取組を推進している。 

・ 当ネットワーク（プラットフォーム）は大きく①市域レベル、②地域づくり組織レベル、③基礎的

コミュニティレベルの 3 層から構成されており、これらの 3 層の仕組みが異なるレベルで機能する

ことによって、実践的な支援の仕組みが実現している。 

 

図表 名張市地域福祉教育総合支援ネットワークイメージ 

 

出所)名張市 HP https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf(2023 年 3 月 14 日時点) 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf
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【市域レベル：エリアディレクター(名張市相談支援包括化推進員)会議】 

・ 複合的な生活課題を抱える対象者に対し、高齢、障がい、児童、困窮、教育の各分野で任命された

5 名のエリアディレクターが、エリア（分野エリア）ディレクター会議を通じて、関係部署や機関

が行う支援方法の調整等を行う。 

・ エリアディレクターは縦割りの関係者から一歩踏み出した支援を引き出し、それらを積み重ね、地

域の課題解決力を高めることを目的としている。 

 

図表 エリアディレクターのイメージ 

 

出所)名張市 HP https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf(2023 年 3 月 14 日時点) 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf


 

 44 

【地域づくり組織レベル：まちの保健室】 

・ 市内の 15 区域（概ね小学校区）には市直轄運営の「まちの保健室」が設置されており、地域に密

着したサービスを提供可能な体制が整備されている。 

・ まちの保健室は平成 17 年に名張市「第一次地域福祉計画」に基づき設置され、今日にいたるまで

地域福祉活動の拠点としての役割を果たしている。 

・ まちの保健室は市が直接運営を行い、平日の 9 時から 17 時の間まで利用が可能となっている。 

・ 行政機関の窓口でありながら、日々の活動であらゆる世代や地域組織とのつながりを持つまちの保

健室は、地域と行政の情報を合わせ持ち、専門的な相談に対しては適切な窓口を案内し、相談内容

によっては徹底的に寄り添って話を聞くという総合相談窓口として機能している。 

 

図表 まちの保健室イメージ 

 

出所)名張市 HP https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf(2023 年 3 月 14 日時点) 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/nabarishi-r3.pdf
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【地域づくり組織レベル：地域づくり協議会】 

・ 名張市では 15 の地域（まちの保健室と同様）に地域づくり協議会が設置され、地域で暮らす人々

が中心となって地域の課題解決に向けた取組を実践するための仕組みや雰囲気が醸成されている

（都市内分権組織として機能している）。 

・ 従来、地域の各団体に交付されていた地方交付金を統合して使途の自由な「ゆめづくり地域交付金」

として交付している。 

・ 2021 年時点で地域住民の高齢化率が 50%に達する地域が 15 地区の半数を占めており、今後の持続

可能な地域づくり協議会の在り方や、相互支援体制の構築等が課題となっている。 

 

図表 地域づくり組織の組織図例 

 
出所)大阪市立大学大学院「三重県名張市の先進施策に関する調査報告書」2021 年 8 月 

 

図表 各地域の地域づくり組織の特徴 

 

出所)大阪市立大学大学院「三重県名張市の先進施策に関する調査報告書」2021 年 8 月 



46 

2. 連携 PF イメージ 

５．連携プラットフォームのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名張市役所】 【外部団体】

エリア(地域)会議(1回/数年)

複合的な生活課題を抱える対象者

福祉子ども部
（高齢、障害、児童、

困窮）

地域包括支援センター市民部

消防本部

教育委員会 社協 地域福祉課
地域づくり組織

多機関協働による包括的支援体制の確立
✓ 自立相談支援事業

✓ 就労準備支援事業等

✓ まちの保健室の設置

エリア(分野エリア)ディレクター会議(1回/月)

地域包括支援センター

【その他分野】 【教育分野】 【福祉分野】 【社会福祉協議会等】 【NPO/民間企業】 【住民団体・活動】

自治体との連携による支援体制の充実化
✓ 日常生活支援事業

✓ 在宅医療、介護連携による研修・相談

✓ 成年後見利用促進

社協 地域福祉課

まちの保健室

生協

警察

NPO

生協

NPO

まちの保健室

ヤングケアラー ひきこもり

生活困窮 認知症

いじめ 障がい

サポートセンター

サポートセンター 在宅医療支援センター

消防本部

市民部

教育委員会

地域の要支援者
情報収集を担う

地域づくり組織

15の小学校区単位で
設置(各職員3名程度)

他の団体含め小学校区単位で日常的に
情報共有するPF機能あり

都市整備部

地域環境部

都市整備部

地域環境部

地域づくり代表者会議 (1回/2月)

市役所 地域づくり組織

15地区の地域づくり
組織（住民団体）
代表者が主導

5分野エリア※の

エリアディレクター

が主導

リンクワーカー的

機能を有する

リンクワーカー的

機能を有する
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◆詳細情報：連携プラットフォームの内容説明 

（前頁の「連携プラットフォームのイメージ図」に対応） 

 

【取り扱う問題】 

 平成 27 年に設立し、運用中の地域福祉総合支援ネットワークでリーチできておらず、未だなお行

政の施策や取組にアクセス困難な方々を支援すべき重要な対象とする。 

 住民主体の組織である地域づくり組織は、1 回/2 月の頻度で開催される地域づくり代表者会議にて

行政との意見交換を行う上で重要な組織体である。プラットフォームの構成において重要な役割を

果たすこの住民主体の地域づくり組織について、今後も継続的かつ持続可能に運営するための在り

方について検討するために、まず地域の現状認識を深める。 

 

【背景・方針】 

 既存のプラットフォームにおいて、市直轄で運営されており、地域住民との接点として重要な機能

を果たすまちの保健室は、過去 10 年間で相談実績件数が 2 倍以上に伸びている等、確実にその役

割を遂行していることができている一方で、相談者の属性としては高齢者が多く、若者が少ない等

の偏りがあった。そこで、これまでリーチできていなかった方々へのまちの保健室の認知度・利用

率向上を図るため、現在リーチできていない人物像の特定や、認知度向上に資する統一的なまちの

保健室のデザインの作成を検討する。 

 まちの保健室と同様に 15 地区に設置されている地域づくり組織の取組や機能は、プラットフォー

ムの基盤となっている一方で、少子高齢化の一層の進行にあたり、これらの組織の持続可能な在り

方が問われている。そこで、まずは 15 地区のうち 1 地区を取り上げ、今後の運営を考えるにあた

り、まず地域住民の現状認識を深める取組を検討する。 
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 40名程度の PF関係者を集めてワークショップを行い、既存のプラットフォームで
リーチできていない層の特定を行うことで改善の方向性を明確にした。 

・ 15区ある市内の地区ブロックの 1つを取り上げたワークショップを行うことで、孤
独・孤立の問題をより具体的に議論できるように工夫した。 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

① 

「まちの保健

室」のリデザ

イン及び地

域共生社会

の取組発信 

【事業概要】 

・ 健康づくり・地域福祉活
動の拠点である「まちの
保健室」をより身近で訪
問しやすい窓口とするた
めのリデザインを行う。 

・ 地域広報を活用して、当
事業を含む名張市の取
組ついて市民向けに改め
て周知を行う。 

【制作物内容】 

・ まちの保健室のロゴデザ
イン、広報webページ 

【部数・配付方法】 

 既存の市内広報物に合わ
せて全戸に配布応体制を
構築 

 課題を抱えながらも支援
につながることのできて
いない方がまちの保健室
の存在を認識し、活用で
きる状態となることを目
指す 

✓ 令和 5 年
1 月初旬
から 2 月
下旬まで 

studio-
L 

成果検
証結果 

 参加者アンケー
トや、認知度に
ついて多様な
手法候補を検
討中 

② 

孤独・孤立の

問題の共有

化のための

研修 

【講事業概要】 

・ 孤独・孤立の問題を取り
上げた住民向け、市職員
向けのワークショップの
実施 

【ワークショップ内容】 

・ 住民向け：孤独・孤立に
係る問題が特に顕在化す
るケース(災害時等)を想
定したディスカッション
を実施 

・ 市職員向け：平時からの
孤独・孤立対策に関する
講義・ディスカッションを
実施 

【参加人数】 

• 各 40名程度 

・ 孤独・孤立対策という視
点から見たときの地域の
状態や地域資源について
の認識を深め、地域住民
の平時からの問題対策
意識を醸成する 

・ 孤独・孤立対策の重要性
における市職員の理解度
を高めることで、支援の
機運を醸成する 

・ 令和 5 年
1 月初旬
から 2 月
下旬まで 

studio-
L 

成果検
証結果 

・ ワークショップ
参加者の孤独・
孤立の問題へ
の理解度の向
上(アンケート
調査) 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

 まちの保健室のリデザイン事業で作成したロゴや看板等を実装し、これまでリーチできていなかった層へ
の支援を進めていく。 

 15地区のうち 1地区（赤目地区）で行った孤独・孤立の共有化のための研修を他の 14地区にも展開し、
各地域づくり組織の孤独・孤立の問題や今後の持続可能な運営・支援体制の在り方に対する理解を深め
る。 

８．孤独・孤立対策を公表した際の反響 

 今後、当事業の成果を市の広報誌等を活用しながら周知していく。 
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◆詳細情報：試行的事業の実施結果 

 

【まちの保健室のリデザイン】 

・ まちの保健室の職員（40 名程度）とのワークショップを開催し、①これから出会いたい人物像、②

出会うためのデザイン、③まちの保健室にふさわしいテーマカラーについて、ブレインストーミン

グ・ディスカッションを行い、リデザインのためのまちの保健室職員間の認識のすり合わせや現場

のニーズ・課題の抽出を行った。 

・ ワークショップによって得られた情報からまちの保健室の新しいロゴを製作し、またその認知度向

上に資する媒体として実装の要望の声が大きかった名刺、看板、トートバッグのデザインを行った 

・ これらの取組の経緯や結果をニュースレターとして市内に広報した。 

・ また一連の取組において、まちの保健室職員からは次のような意見が得られた。 

➢ 作成したロゴは手書きでも書けそうなくらいシンプルであり、優しさが伝わるデザインとなっ

ている。 

➢ ロゴを見ると様々な方が孤独・孤立対策の支援の対象となっていることが一目でわかるように

なっている。 

➢ グッズ展開等、今後のまちの保健室の更なる発展を考える良いモチベーションとなった。 

  



 

 50 

 

図表 ワークショップのブレインストーミング・ディスカッションテーマ 

 

 

図表 まちの保健室ロゴデザイン  
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図表 まちの保健室のリデザインに関するニュースレター 

 

 

 



 

 52 

 
  

  



 

 53 

 

  



 

 54 

 

  



 

 55 

 

 

  



 

 56 

 

  



 

 57 

【孤独・孤立の問題の共有化のための研修】 

・ 孤独・孤立の問題を共有化し、また今後のプラットフォームの持続可能な在り方を考えるために、

15 の地域のひとつである赤目地区を取り上げ、住民（地域づくり組織）向けのワークショップを実

施した。ワークショップにおいては、①近所の地図を描き、②近所に住む方々を書き、③近所の未

来を想像するという形で一連のスタディを行い、10 年後や 20 年後の地区の未来を想像することで、

今後の地域づくり組織の持続可能な在り方を考えるための現状理解を深めた。 

・ 孤独・孤立の問題について市職員向け、福祉専門職向けの研修を実施し、地域の諸問題を解決する

ための糸口となる地域点検の手法に関する理解を深めるとともに、地域内のつながりがどの程度存

在するかを知り、そのつながりの維持や孤独・孤立の防止策についての検討の機会を設けた。 

・ これらの取組についてニュースレターで市内に広報した。 

・ 研修に参加した市職員、福祉専門職に対してアンケート調査を実施したところ、61%（22 名）から

孤独・孤立の問題に関しての気づきがとてもあったとの回答が得られ、また 94%（34 名）から今後

の担当業務に活かせそうだとの意見が挙げられた。また以下のような具体的な声が寄せられた。 

➢ 地域の支援策について、拡大だけではなく、維持・最適化を含め整理が必要だと思った。 

➢ 今後の未来の支援策の在り方を考えるよいきっかけとなった。 

➢ 自分が住む地区（今回取り上げた赤目地区以外）においても同様の研修を実施したい。 

  



 

 58 

図表 赤目地区で実施した住民（地域づくり組織）向けワークショップの内容 
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図表 市職員・福祉専門職向け研修会タイムテーブル 
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図表 赤目地区の住民（地域づくり組織）向けワークショップに関するニュースレター 
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図表 名張市役所職員向けワークショップに関するニュースレター 
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4. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■社会福祉の推進や健康・福祉に関する相談や支援を行う地域包括支援センター
が主導 

・ 15地区の地域づくり組織と、まちの保健室の設置の完了(平成 22年前後)
と同時期に福祉子ども部地域包括支援センターが組織され、以後は当組織が
主導している。 

② 地域の現状把握 

■15地区（概ね小学校区）に設置した市直営の拠点から日々情報収集 

・ 15地区（概ね小学校区）に、市直轄の機関であるまちの保健室を設置し、要
支援者の情報を含む地域の情報を収集している。 

・ 高齢者を対象とした実態を毎年度調査しており、70代の単身世帯や孤立状
況等の確認を行っている。 

③ 
連携 PFの 

運営形態の検討 

■立ち上げたプラットフォームを柔軟に改善しながら運用を継続 

・ PF立ち上げ当初(エリアディレクターが設置された平成 27年)は亀井前市
長の強いリーダーシップもあり、市直轄での仕組みづくりや施策の実行がな
されていた。 

・ PFの運用を進める中で、市直轄では不足する点が徐々に明確となり、社協
や警察等の外部団体との連携や、エリアディレクターの在り方の変更(所掌の
在り方を 3地域から 5領域へ)、3層の PFの隙間を埋める仕組み等が充
実していった。 

・ まちの保健室は平成 19年の設立当初以来、その役割や機能はほとんど変わ
っていない(当初から目論見通り機能している)。 

（イ）準備段階 

① 

連携 PF

の企画・ 

設計 

運営 

方針 

■既存プラットフォームを維持・強化するため、地域ごとに設置する市直轄の拠
点、並びに住民主体の自治組織に着目 

・ 既存 PFにおいてアウトリーチの拠点として重要な役割を果たしてきている
まちの保険室の認知度・利用率を一層高める。 

・ 高齢化の一層の進行が予測される中、既存 PFの一翼を担っている 15の地
域づくり組織の持続可能な在り方を模索する。 

主要 

機能・

施策 

■異なるレベル（役割・役職）・目的を持った 3層の会議体によりプラットフォーム
を構成 

・ 5つの分野エリア(困窮、教育、高齢、児童、障がい)のエリアディレクター(庁
内主任～係長級)によるエリアディレクター会議は 1回/月の頻度で開催さ
れ、関係部局や機関の支援調整を行う。 

・ まちの保健室は 15の地域に 1つずつ設置され、各拠点 2～3名の職員が
地域の窓口として日常的な相談・対応やニーズ等の情報収集の場としての役
割を担う。既存 PFの維持・強化にあたり、これまでリーチできていなかった
層のまちの保健室の認知度・利用率を高めるための方策を検討した。 

・ プラットフォームの基盤となる住民主体の 15の地域づくり組織は、それぞれ
が独自に代表者を任命し、行政の部長級や関係外部団体を交えた地域づくり
代表者会議を 1回/2月程度の頻度で実施することで、必要な情報連携や議
論を行う。既存 PFの維持・強化にあたり、これらの地域づくり組織の持続可
能性を検討した。 

② 

連携 PF 

参加者の 

検討 

庁内 
■必要な場合には関係部署に適宜連携可能な体制・仕組みを構築 

・ 直接的な福祉関係部署だけではなく、環境、交通、農林、雇用等の関係部署も
適宜連携できる組織を醸成している。 

外部 

団体 

■市内団体に加え、市外の外部団体や県との連携も強化 

・ 地域づくり組織、名張市社会福祉協議会、在宅医療支援センター、警察、生協
等の市内の多様な外部団体だけでなく、伊賀地域福祉後見サポートセンター
等の市外の外部団体との連携も強化している。 

・ 名張市から三重県に対して積極的に連携を提案している。 
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（ウ）設立段階 

① 
連携 PF内での 

連携・協業 

■3層のプラットフォームによって密な情報連携を実施 

・ 地域づくり会議（1回/2月）の実施によって、住民主体の地域づくり組織と
行政との情報連携の接点が創出されている。 

・ エリアディレクター会議(1回/月)の実施により、5分野（高齢、障がい、児童、
困窮、教育）のエリアディレクターと外部団体との情報連携の接点を創出し、
具体的な支援につなげている。 

・ 日常的な情報収集はまちの保健室にて実施している。 

② 
域内住民・関係団体

への情報発信 

■県コンクールの受賞歴もある工夫された市広報紙を使って情報発信 

・ 市の広報紙(県コンクールの受賞歴あり)を活用し、今回の試行的事業を含む
様々な福祉の取組を市内全戸に発信している。 

・ Facebookや Instagram、Twitter等によるメディアミックスを推進して
いる。 

・ 地域づくり会議の場を活用することで 15地区の地域マネジャーに周知を行
い、各地域に情報を伝達している。 

③ 
優先的に取り組む

課題・今後の方針 

■まちの保健室のリデザイン結果の実装や、プラットフォームの実動の中心とな
る 15の地域づくり組織の持続可能な在り方の検討を進めていく 

・ まちの保健室のリデザイン結果の広報・周知による認知度の向上と、現在リ
ーチできていない層への支援を拡大していく。 

・ プラットフォームの実動の中心となる 15の地域づくり組織の現状把握・将来
予測（高齢化・人口減少による担い手確保の困難化）と、社会的手法の取り入
れにより、これらの組織の持続可能性を高める。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PFの重要性～ 

社会福祉法人名張市社会福祉協議会 

 

 名張市社会福祉協議会は名張市にある社会福祉法人であり、地域福祉支援や福祉サービスを提供し
ている。 

 同協議会は低所得者世帯等に対する生活支援や居宅介護支援等を行っており、市民に対して直接的
な相談支援事業にも取り組んでいる。 

💡行政と外部団体で補い合う 
・ 福祉施策や孤独・孤立対策を考えたとき、生活福祉金の貸し付けやクライシスインターベンションのよ
うな緊急性の高い施策等、外部団体の方が行政よりも得意な領域は必ず存在する。行政と外部団体が
相互補完することによって、全体としてよりよい体制を構築することができるのではないか。 

・ 行政と外部団体がそれぞれ自身の得意・不得意、自身の保有しているリソースを認識することも重要
である。 

💡外部団体、行政間で日々の情報連携を密に行う 
・ 社会福祉協議会の窓口、市直轄運営のまちの保健室の窓口等、異なる窓口には異なる要支援者の情
報や、個々の事例情報が集まってくる。適切な施策をタイムリーに実施していくためには、これらの異
なる窓口で得た情報を適宜共有する仕組みが重要である。 

💡外部団体、行政間で目指す姿を共有する 
・ 過去の経緯を顧みても、特に初期段階においては市長等が強いリーダーシップを発揮し、行政主体で
仕組みづくりを行うことが必須だろうと考える。 

・ 一方で、PFの継続的な運用にあたっては、行政と外部団体がより密接に連携することが必要となっ
てくる。そのため、市が目指す姿や今後の方向性について外部団体と共有し、協議する場を有効に活
用していくべきである。 

💡自ら考え、自ら企画する 
・ 行政からの指示や依頼を受けて動き出すのではなく、自ら考え、自ら企画することで、外部団体として
の存在感を発揮し、市のよりよい福祉の実現に貢献することができる。 

 

 

 

5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 議題 

1 
11/29(火) 

10:30-12:30 
名張市 事業説明、今後のスケジュール共有 

2 
12/13(火) 

9:30-10:30 
名張市 試行的事業案すり合わせ 

3 
1２/2３(金) 

1７:２０-18:10 

名張市 
studio-L 

試行的事業の仕様について 

4 
1/6(金) 

13:00-18:00 

名張市 
studio-L 

まちの保健室職員へのワークショップ 

5 
1/26(木) 

11:00-12:00 

studio-L 
内閣官房 

試行的事業内容、孤独・孤立対策への社会的手法の
取り入れ 

6 
2/7(水) 

9:00-16:00 

名張市 
studio-L 

まちの保健室職員へのワークショップ、 
地域住民（地域づくり組織）へのワークショップ 

7 
2/8(木) 

9:00-10:30 

名張市社会福祉協
議会 

ヒアリング 

8 
2/8(木) 

13:00-15:00 
名張市 ヒアリング 
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